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C O N T E N T S

要　約

1	 web 3 の普及により、消費者は柔軟で安全なデジタル経済圏へのアクセスが可能にな
る。デジタル空間での「保有」という概念が導入され、個人が自らのデータや権利を管
理し、流通させることができるようになる。これにより、個人情報の管理や著作権の証
明が容易になり、安全なデジタル社会が実現する。また、企業にとっては、web 2とは
異なるビジネス構造が生まれ、ブロックチェーンやトークンを活用した新たなマーケテ
ィングが可能となる。

2	 日本では、政府と民間企業がweb 3 の推進に向けた取り組みを推進しているが、消費者
間での普及では国際的には後れを取っている。web 3を広く普及させるには大企業の参
入が重要であり、供給側の環境整備と需要を引き出す実用的なユースケースの創出が求
められる。また、普及に当たってはセキュリティ対策や法令順守が重要な課題となる。
暗号資産の流通管理には不正取引や違法活動のリスクが伴うため、企業はセキュリティ
対策を強化し、法令順守のためのリソースを確保することが重要である。

3	 日本におけるweb 3の普及を進めるためには、政府と企業が連携し、健全な市場形成と
ユースケースの開拓を進めることが重要である。政府は規制の方向性を明確にし、技術
発展に伴う柔軟な見直しを行い、企業はデジタル経済圏における新たなビジネスモデル
を構築することが求められる。これにより、日本企業がグローバルな競争力を持ち、
web 3 業界の標準を創出する基盤が整い、web 3によるデジタル経済圏の拡大を日本政
府や日本企業がリードすることが期待される。

土井大和 名武大智

web 3時代に日本企業・政府は
何をすべきか
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Ⅰ	はじめに

わが国では2022年から「経済財政運営と改
革の基本方針（骨太方針）」に「Web3.0注1」
という文言が組み込まれ、その推進が国家戦
略として位置づけられている。2023年 4 月に
は自民党デジタル社会推進本部の「web 3 プ
ロジェクトチーム」によってweb 3 ホワイト
ペーパーが提出され、2023年度税制改正の大
綱には暗号資産の税制改正について明記され
るなど、web 3 ビジネスの枠組みの整備に向
けて動きが活発になっている。また、民間サ
イドでも、通信、広告、金融などさまざまな
業界の大企業がweb 3 領域へ進出している。

グローバルに目を向けると、業界トップク
ラスの暗号資産取引所の破産や分散型金融

（DeFi）における大規模なハッキングが起こ
るなど、市場が未熟であることは否定できな
い。2022～2023年は暗号資産市場や非代替性
トークン（NFT）市場から資金が流出した
ことにより、「クリプトウィンター（暗号資
産冬の時代）」とも表現される市況となって
いた。他方、2024年は 1 月の米国証券取引委
員会（SEC）によるビットコインの現物に連
動する上場投資信託（ETF）の承認注2をき
っかけにビットコインの価格が高騰するな
ど、盛り上がりを見せている。

本稿では、web 3 の普及がもたらす消費者
の生活やビジネスの変化に基づき、日本企業
や政府が取り組むべき方向性について論じ
る。一度冷え込み、再度注目されている市況
から、web 3 によってもたらされる変化をあ
らためて捉え直し、いま取るべきアクション
について整理する。

Ⅱ	web 3の普及によって
	 変化する消費者生活とビジネス

web 3 によってもたらされる消費者の生活
の変化とは、端的に表現すると「柔軟で安全
な経済圏（＝デジタル空間の経済圏）へのア
クセスが可能となる」ということである。

本章では、web 3 によってもたらされる
「柔軟で安全な経済圏」の概要を示し、ビジ
ネスにおけるweb 2 との違いについて整理す
る。

1	 デジタル空間における経済活動
webの変遷をたどると、web 3 の本質の一

つは、デジタル空間に「保有」という概念が
もたらされたことにある。web 2 においては
あらゆる情報や権利をプラットフォーマーが
握っていたのに対し、web 3 においては情報
や権利を個人に帰属させるため、消費者はデ
ジタル空間で情報や権利を「保有」すること
が可能となった。デジタル空間で保有・流通
する情報や権利の例としては、自ら創作した
データ（画像、動画、音楽など）、個人情報
などがある（図 1 ）。

web 3 における「保有」の情報は、一般的
にブロックチェーン（分散型台帳）のトーク
ンによって示される。トークンは「保有」す
ることができるうえに、それを市場で「流
通」させることもできるため、ここに経済性
が生まれる。また、この経済圏はデジタル空
間上に存在し、価値の移転は法定通貨ではな
くトークンを介して行われるため、基本的に
は国境や地域による制限がない。こうして、
消費者は現実世界の経済圏よりも物理的・文
化的に「柔軟な」デジタル空間の経済圏にア
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クセスできる。web 2 においては、インター
ネット上に存在する情報はweb 2 プラットフ
ォーマーの管理下に置かれ、それが著作者に
よるオリジナルであることを示すのが困難で
あった。しかし、「保有」という概念が存在
するweb 3 では、オリジナル情報の著作者で
あるということをトークンの保有によって示
すことが可能である。

また、web 2 プラットフォームを利用する
際には個人情報を提供し、それをweb 2 事業
者が管理する構造が一般的である。一方、
web 3 においては個人情報をプラットフォー
ムに渡すことなくサービスを利用することが
可能となる。いわゆる分散型アイデンティテ
ィという概念であり、個人情報は自ら「保
有」するものとなる。これにより、より「安
全な」デジタル社会がもたらされる。

さらに、「デジタル空間の経済圏」ではあ
りながら、現実世界の資産や権利を持ち込む
ことも可能である。現実世界に実在する資産
や権利を担保として、ブロックチェーン上に
トークンを供給する取り組みはすでに実施さ
れている。現実世界の資産を持ち込んだ例と
して代表的なものにステーブルコインがあ
り、法定通貨に裏づけられたトークンをデジ
タル空間上で発行することにより、デジタル
空間の経済圏に法定通貨の価値基準を導入す
る。

現実世界で行使できる「権利」を持ち込ん
だ例としては、高級別荘の宿泊権、イベント
の参加券（＝チケット）、樽ごとに販売され
たウイスキーの試飲券などがある。権利のデ
ジタル化は一部web 2 でも実現されている
が、web 3 では「その権利を容易に市場に流

図1　web 2とweb 3の違い

サーバーの保有者である企業が保有
⇒オーナー企業が情報や権利の範囲を制限

個人情報保護や競争優位性の観点から
企業間では情報の連携は困難

企業間で情報が非同期であり
複製された情報のオリジナル特定は困難

ユーザーを含むネットワークへの参加者が保有
⇒ユーザー自身が情報や権利の範囲を制限

共通のデータ基盤（分散型台帳）を使うため
企業や国境を超えた情報の連携が容易

共通のデータを使うためタイムスタンプで
オリジナル情報を特定可能

ユーザー

参加者
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すべての情報を
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いる。また、プロトコルの通貨として活用さ
れるブロックチェーンのネーティブトークン
であるBTC（ビットコイン）やETH（イー
サリアム）なども一定の市場規模を持ってい
る。

もともとweb 3 は、資本主義市場経済で大
きな存在感を持つGAFAMなどの大企業に富
が集中していたことへのアンチテーゼとして
誕生した概念である。そのため、web 3 の普
及は、企業の成長と相反するものとして捉え
られるかもしれない。しかし、必ずしもそう
ではなく、web 3 の普及と企業の成長は共存
し得る。

web 3 が普及したビジネス環境で企業が成
長するためには、基盤、つまり、ブロックチ
ェーンやトークンを活用し、保有すること
で、基盤の成長が企業の成長につながる構造
をつくり出すことが重要である。具体的な例

通させられる」ことが、消費者から見ると一
歩進化している点である。

2	 web 3 の普及がもたらす
	 ビジネス構造の変化

次に、事業者の立場で、web 2 と対比し、
web 3 の普及がどのようにビジネスの変化を
もたらすかを整理する。

web 3 によってもたらされる構造変化を予
測するものとして、業界では共通認識の一つ
であるFat Protocol理論では、web 2 とweb 3
のビジネス構造の違いを価値（＝情報）が蓄
積されるレイヤーの違いから説明している

（図 2 ）。
web 2 においてはGAFAMのような巨大プ

ラットフォーマーが大量の情報を蓄積してお
り、それが価値の源泉となっていた。一方、
web 3 においては、情報は公開された共通基
盤であるプロトコル（ブロックチェーン、ト
ークンなど）に蓄積していくことになる。
web 2 とweb 3 のビジネス構造の違いにおい
て、最も着目すべきはこの点である。web 3
では価値が蓄積するレイヤーは「公開された
共通基盤」であるため、巨大プラットフォー
マーによる制約を受けにくくなる、さまざま
なデータを相互に利用できるようになる、な
どのメリットが生まれる。

同理論では、web 2 におけるプロトコルと
アプリケーションの価値が、web 3 では「反
転」するとしている。同理論が示すように

「反転」するほどではなくとも、web 3 のプ
ロトコルの価値が大きくなることは間違いな
い。実際、多くの企業がweb 3 プロトコルで
あるブロックチェーンやスマートコントラク
ト環境の開発に対して積極的な投資を行って

図2　web 2とweb 3において情報（価値）が蓄積するレイヤー

web 2 web 3

アプリケーションの
価値が拡大

プロトコルの
価値が拡大

アプリケーション
の成長に伴い、
プロトコルに
価値が蓄積

アプリケーション
GAFAMなどの
各社サービス

アプリケーション
DApps、

web 3ウォレットなど

プロトコル
ブロックチェーン、
トークン、仮想マシン、
スマートコントラクトなど

プロトコル
TCP/IP、HTTP、

TLS/SSL など

出所）Fat Protocol理論注3を基に作成



10 知的資産創造／2024年7月号

で原則的に必要となる暗号資産の保有率を
web 3 の普及率の指標とする。シンガポール
の暗号資産決済企業であるTriple-A社は、各
国のレポートやブロックチェーン上のデータ
を活用し、各国の暗号資産保有データを公開
している注4。同社によると、普及率が最も
高い国はアラブ首長国連邦（UAE）の27.7％
で、ベトナム（20.5％）、サウジアラビア

（17.5％）、シンガポール（13.9％）と続く。
日本の保有率は4.13％であり全世界で27番
目、OECD加盟国でも 7 番目と、世界的に見
ても普及が進んでいるとは言い難い（表 1 ）。

（2）	 日本におけるweb 3普及のカギは
	 大企業の参入

web 3 の普及率ですでに後れを取っている
日本において、これから普及を進めていくに
は三つのことが重要である。うち二つは前項
で述べたweb 3 の普及率が高い国を見習い、
①ビジネス環境の整備、つまり、供給側の環
境の整備を進めるとともに、②需要をかき立
てる実用的なユースケースの創出を進めるこ
とである。①②の両面から消費者へ浸透させ
ていくことが可能になる。加えて、③web 3
がつくり出す経済圏に対しての参加障壁を下
げることが重要となる。そのために必要なの
が大企業の参入である、と筆者は考える。

そもそも、これまで述べてきたように、
web 3 は情報や権利の一部を個人に帰属させ
る構造的特徴を持つため、消費者はそれらを
自己責任の下で管理する必要がある。しか
し、web 2 プラットフォーマーの下では、消
費者はプラットフォーマーに保護されること
が当たり前であり、その体験に慣れた消費者
にとって、「純web 3 的世界観」に放たれる

を挙げると、次章で詳述するように、自社で
トークンやNFTを発行・保有し、ブロック
チェーン上にあるそれらの情報を活用してマ
ーケティングを行うことなどが考えられる。

Ⅲ	web 3の普及状況
	 と導入に向けた課題

本章では、日本におけるweb 3 の普及状況
とグローバル企業によるweb 3 ビジネスの先
行事例を整理し、日本企業がweb 3 を事業化
する際に直面する課題についてまとめる。

1	 日本におけるweb 3 の普及の現状
（1）	 海外に比べて低い普及率

本稿では、web 3 サービスを利用するうえ

表1　国別暗号資産の保有率・保有数

No. 国名 保有率 保有人口 OECD加盟国

1 アラブ首長国連邦（UAE） 27.7% 2,633,001人

2 ベトナム 20.5% 20,301,468人

3 サウジアラビア 17.5% 6,476,813人

4 シンガポール 13.9% 837,851人

5 イラン 13.5% 12,000,000人

6 米国 13.2% 44,959,854人 ◯

7 フィリピン 13.0% 15,279,906人

8 ウクライナ 10.3% 3,784,697人

9 南アフリカ 10.0% 6,041,450人

10 タイ 9.32% 6,692,796人

…

26 カナダ 4.15% 1,608,595人 ◯

27 日本 4.13% 5,096,970人 ◯

28 中国 4.08% 58,187,265人

出所）Triple-A社公開データより作成
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ことは、突然デジタル空間上の荒野に放り出
されるようなものである。特に、日本のよう
な先進国では、サービス品質が安定している
ことが大前提となっており、すべてが自己責
任となるサービスを利用することへの心理的
ハードルは高い。つまり、多くの消費者にと
ってweb 3 的な思想は必ずしも受け入れられ
るわけではなく、むしろサービス提供主体へ
の信頼度が求められることになるため、すで
に一定の信頼性を獲得している大企業の参入
は大きな意味を持つ。

日本におけるweb 3 の普及には大企業の参
入が必要であることを前述したが、昨今、そ
の兆しは見えつつある。特に注目すべきは
web 3 体験の入り口ともいえるweb 3 ウォレ
ットを提供するKDDI、NTTデジタルのよう
な事業者の参入である。多くの日本の消費者
にとって、海外企業が提供するweb 3 ウォレ
ットを使いこなすことは容易ではない。
web 3 経済圏参加への一般的な流れは、はじ
めにweb 3 ウォレットをインストールし、秘
密鍵のバックアップを取るとともにアドレス
を作成する。そうすることで、web 3 におけ
る分散型アプリケーション（DApps）への
接続が可能となる、というものだが、言語の
壁があるうえに、こうした複雑な手順を乗り
越えなければならないという点でも、web 3
経済圏へ気軽に参加することから遠ざけてし
まっている。KDDIやNTTデジタルが提供す
るweb 3 ウォレットを通じてweb 3 経済圏へ
の入り口が整備されることで、ほかの企業が
提供するweb 3 サービスへの参加の障壁が下
がることになる。

さらに、これまでのweb 2 で構成されたプ
ラットフォームにweb 3 ウォレットを組み込

むようなWallet as a Serviceが、Coinbase社、
Fireblocks社、Magic社などから提供されて
いることも、企業とユーザーのweb 3 活用を
促進する。Wallet as a Serviceが既存のプラ
ットフォームに組み込まれることで、ユーザ
ーは従来のようにさまざまなプラットフォー
ムでアカウントを作成した際、そのアカウン
トにweb 3 ウォレットが紐づいている、とい
う構造が実現される。それによって、ユーザ
ーは秘密鍵管理など、web 3 ならではのユー
ザー体験をすることなく、シームレスに
web 3 に触れることができる。Wallet as a 
Serviceによって発行されるweb 3 ウォレッ
トの数は、組み込まれる既存プラットフォー
ムの規模に依存する。そのため、すでに大量
のユーザー基盤を保有している大企業のWal-
let as a Service活用は、web 3 の普及におい
て大きな役割を持つことになる。

2	 web 3 を活用する企業
昨今、政府のweb 3 を推進する動きやいく

つかの企業の動向を見て「web 3 で何かをし
なければ」という漠然とした課題感を持ちつ
つも、具体的な取り組みに踏み出せない企業
は多い。しかし、難しく捉えず、これまで行
ってきたデジタルトランスフォーメーション

（DX）の一環にあるものとしてweb 3 を捉え
るとよいのではないか。現状ではブランディ
ング・マーケティングへの活用事例が多いこ
とが特徴であるため、ここでは大企業のブラ
ンディング・マーケティング領域でのweb 3
活用の注目事例を取り上げ、web 3 が実現す
るDXについて解説する。

web 3 を活用する世界的企業が特に多い業
界としてファッション業界が挙げられる。
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バースゲーム内のアバターに着せて利用した
り、ゲームアイテムとして利用したりするこ
とができる。現実世界でファッションを楽し
むように、ユーザーはデジタル空間でお気に
入りのアイテムを身に着け、ブランドのファ
ンであることを示すことができる。このよう
なデジタル空間におけるサービス連携は
web 3 ならではといえる。web 2 では、デー
タベースやシステムを連携して、「保有して
いる」という情報を連携することが困難であ
るため、あるサービス内で保有していること
になっているアイテムでも、それを外部のサ
ービスと連携させることは容易ではないため
である。

このように、NIKEは圧倒的な人気を誇る
ナイキスニーカーというコンテンツを武器と
しながら、web 3 技術・コミュニティーをう
まく活用し、さらにブランド・コンテンツの
価値を高めている。

ECにおいても、顧客のロイヤルティを向
上させるブランディング施策にweb 3 を活用
する事例が見られる。米ウォルマート傘下
で、インドに拠点を置きECプラットフォー
ムを提供するFlipkart社は、web 3 技術を活
用したロイヤリティプログラム「FireDrops」
を 提 供 し て い る。FireDropsのWallet as a 
Serviceを組み込むことで、360万以上のユー
ザーがシームレスにweb 3 技術を活用可能と
なる。FireDrops内では、ブランドが用意す
るタスクのクリア、商品の購入、SNSでのシ
ェアなど、各ユーザーがブランドとかかわり
を持ったという活動記録を基に、特典NFT
などが付与される。特典NFTのユーティリ
ティとして、割引、限定商品へのアクセス
権、限定会員バッジなどが想定されており、

web 2 やリアル世界で慣れ親しんだコンテン
ツを、ただ単純にデジタル経済圏に持ち込ん
でいるだけでなく、マーケティング施策の一
つとして活用し、ブランド価値の向上につな
げることに成功している。その代表的な例が
米NIKEである。2023年 6 月に米国のCoinbase
社が公開したレポート「The State of Crytpo: 
Corporate Adoption」によると、NIKEは大
企業の中で最も多くのNFTコレクションを
公開しており、その数は14に上る。 2 位であ
る『TIME』誌の 7 つに大きく差をつけてい
る。

2021年にはバーチャルスニーカーなどの「デ
ジタルファッションNFTコレクション」を扱
うRTFKT社を買収した注5ことによってweb 3
コミュニティーで大きな存在となったほか、
2022年11月には新たなweb 3 プラットフォー
ム「.SWOOSH」を立ち上げた。相場が冷え
込んでいた2023年であっても、.SWOOSHで
新しい「スニーカーNFTコレクション」が
販売されると100万ドル以上の売り上げを達
成するほど、その人気と信頼性は高い。2024
年には、新規プロジェクト「Project Ani-
mus」をリリースすることが発表されてお
り、RTFKT社がさらに新たなIPを創出して
いくことが確定している。NIKEのIPとの具
体的なコラボレーションが発表されているわ
けではないが、今後もweb 3 活用をリードす
る企業として注目される。

NIKEの成功は、RTFKT社の「デジタル
ファッションNFTコレクション」における
強力なユーザー基盤、コミュニティー基盤が
あったことに加え、web 3 の特徴であるデジ
タル空間での保有体験を創出したことにあ
る。たとえば、RTFKT社のアイテムはメタ
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（1）	 セキュリティ対策
暗号資産の流通・管理は、匿名性が高く、

プライバシーが守られるという側面がある一
方、不正な取引や違法活動に利用されやすい
という実態がある。米国のweb 3 セキュリテ
ィ企業であるChainalysis社が発表した「2024
年 暗号資産犯罪動向調査レポート」注6によ
ると、全世界で2023年中に違法と認定された
web 3 ウォレットに入金された金額は約242
億ドル、ブロックチェーン上の取引総額の約
0.34％を占めている（2022年は0.42％）。他
方、同時期の日本国内におけるクレジットカ
ード決済の不正利用率は約0.051％となって
いる注7。不正利用の定義や対象国などが異
なるため参考程度の比較だが、「web 3 ＝違
法取引が多い」という状況を定量的にも表し
ている。

ブロックチェーンのプロトコルやスマート
コントラクトの脆弱性を攻撃するweb 3 特有
のものがニュースになることが多いが、企業
に対してはランサムウエアやフィッシング詐
欺、個人に対してはロマンス詐欺など、web 2
と同じような違法行為が多く見られる。これ
からweb 3 で事業化を検討する企業は、自社
資産を守るだけでなく、違法に獲得された資
金を知らずに取り扱うといった犯罪行為への
加担を防ぐ必要がある。Chainalysis社や
Eliptic社といったセキュリティ企業が提供す
るweb 3 に特化したセキュリティツールを導
入することに加え、外部からのサイバー攻撃
や内部取引を継続的に監視する体制を構築す
るなど、web 2 ／web 3 それぞれの視点から
セキュリティ対策を講じる必要がある。

これらのユーティリティ設計や提供を通じ
て、ブランドは顧客のエンゲージメントを一
層高めることができる。

また、FireDropsで注目すべきは、特典
NFTがWallet as a Serviceによってユーザー
ごとに作成されたweb 3 ウォレットに割り当
てられることである。つまり、どのweb 3 ウ
ォレットでどのようなNFTが保有されてい
るかは、ブロックチェーン上から誰でも確認
できる。そのためブランドは、FireDropsと
直接ID連携をしなくとも、プラットフォー
ムをまたいでエンゲージメントの高い顧客を
特定できるようになる。

このようにブロックチェーン上にユーザー
の活動記録、すなわち顧客情報の一部を展開
する企業が多ければ多いほど、ブロックチェ
ーンはますます膨大な顧客情報を蓄えること
になり、その利用価値は高まっていく。
Flipkart社の事例は、先に取り上げたFat 
Protocol理論で説明されるように、公開され
た共有基盤に顧客情報が蓄積され、プロトコ
ルの価値が高まっていく一つの動きと捉える
ことができる。FireDrops上で購買などの活
動をした各ブランドのファンがブロックチェ
ーン上で可視化されるように、さまざまなブ
ランドのファンがブロックチェーン上で可視
化されることになり、これらの複合的な情報
を活用したブランディングやマーケティング
への応用が期待される。

3	 web 3 活用の際の課題
ここでは、企業がweb 3 を活用する場合、

顕在化しやすい課題について、セキュリティ
対策、法令遵守の面から整理する。
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実性が大きく、「web 3 はよく分からないの
で参入を控えている」「暗号資産を保有した
くない」といった声がよく聞かれるのも、こ
うした手間や不安があることが原因となって
いる。今後、参入事例が増え、業界団体や監
督省庁を中心にガイドラインなどが整備され
て、参入ハードルが下がることが期待され
る。

Ⅳ	日本における
	 web 3の今後の展望

これまで論じたように、web 3 の普及によ
って消費者はデジタル空間における経済活動

（2）	 法令遵守
暗号資産を取り扱う場合、多岐にわたる法

令の遵守が求められる。その一部を適用例と
ともに表 2 に示す。

法令の多くが暗号資産（NFT含む）を想
定しておらず、どのように対応すれば遵守し
ていると見なされるかは、個別事例の特徴に
よって判断されているのが現状で、法律事務
所によっても見解が分かれるグレーな事例も
多い。また、上記法令以外にも、暗号資産を
受け取った際の会計・税務対応も、法定通貨
のそれとは大きく異なるため、企業の会計担
当にとって負担となることが想定される。企
業にとっては確認コストがかかるうえに不確

表2　web3事業で考慮すべき法令

考慮すべき法律など 監督省庁 適用例

資金決済法 金融庁

● 暗号資産に該当するweb 3資産（NFT含む）と法定通貨を交換する事業
を営む場合、暗号資産交換業の登録が必要となる

● 前払式決済手段など、電子決済手段に該当するweb 3資産（NFT含む）
を発行する場合、電子決済手段等取引業の登録が必要となる

金融商品取引法／
金融サービス提供法 金融庁 セキュリティトークンなど、有価証券に該当するweb 3資産を取り扱う場

合、金融商品取引業の登録が必要となる

犯罪収益移転防止法
（犯罪による収益の移転
防止に関する法律）

警察庁 高額電子移転可能型前払式支払手段の発行者に該当する場合、特定事業者
として本人確認など犯罪収益移転防止法に定める措置が義務づけられる

刑法（賭博罪） 警察庁
NFTなどの販売において、パック販売、ランダム性のリビール販売など、
偶然性のある態様で財産の得喪を争うこととなる場合、刑法185条・186条
に定める賭博罪などに該当する場合がある

古物営業法 警察庁 現物償還するNFTを取り扱う場合、古物営業法の適用を受け、古物商の許
認可を取得する必要がある

個人情報保護法
総務省
（個人情報保護
委員会）

暗号資産交換業で義務づけられるKYCなど顧客の個人情報を取得する場合、
利用目的の通知・公表、適正な保管・管理、第三者への提供の同意の手当て、
開示請求への対応などに対応する必要がある

景品表示法 消費者庁 NFTなどを販売する場合、景品表示法に基づき景品規制および広告表示規
制の適用を受ける

特定商取引法 消費者庁 NFTのマーケットプレースを提供する場合、「通信販売」に該当するため、
当該法令に従い企業情報の表示、勧誘などを実施する必要がある

著作権等管理事業法 文化庁 著作権等管理事業に該当する行為を行う場合、文化庁への登録や約款の整
理など著作権等管理事業法が定める規律を遵守する必要がある
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扱われるコンテンツとしての④コンテンツレ
イヤーによって構成されている。

4 つのレイヤーの中で、特に④コンテンツ
レイヤーに対し、すでにコンテンツを持って
いる日本企業は参入すべきであると考える。
とりわけ、世界的に人気の高いコンテンツを
持つ日本企業は、それを積極的にデジタル経
済圏へ持ち込むべきである。NIKEの事例に
見たように、web 3 を活用することでコンテ
ンツ価値の向上に結びつけることができるか
らである。また、デジタル空間の経済圏には
国境がなく、はじめから対象がグローバルと
なっているため、世界的にも人気のある日本
のコンテンツはweb 3 との相性が非常によい
といえる。

③サービスレイヤーでweb 3 の取り組みを
始める場合は、DXの延長としてweb 3 の活

が可能となり、企業にとってはDXの延長と
して新たな価値の付与やコスト削減が実現可
能である。これを受け、本章では日本企業・
政府が取り組むべき方向性についてまとめ
る。

1	 日本企業が取り組むべき方向性
ここでは、日本企業が取り組むべき方向性

を、表 3 に示す 4 つのビジネスレイヤーに分
けて整理する。ビジネスレイヤーは、最下層
に①基盤レイヤーが位置づけられる。これ
は、デジタル経済圏を構築する基礎であるブ
ロックチェーンやトークンのことを示してい
る。その上に②インフラレイヤーが存在し、
サービス開発に必要なAPIや開発環境を提供
する。それに加え、インフラを活用して構成
される③サービスレイヤー、サービスの中で

表3　web 3のビジネスレイヤー

Fat Protocol
理論上の整理

現状の日本の評価
日本企業が取り組むべき方向性

アプリケーション

ビジネスレイヤー

● 日本のコンテンツは世界的にも人気が高いため、積極
的に デジタル経済圏へ展開すべき

● 自社サービスにweb 3技術を組み込み、体験価値向上
やマーケティング効率化などへの活用が有望

● DXの延長として活用方針を検討すべき

● すでに規模が大きいブロックチェーンや規格に則した
トークン開発がリーズナブル

● 独自に新しいブロックチェーンや仮想マシンを開発す
るには相当な技術力とビジネス体力が必要

● Web 3技術（インフラ）の需要に応じて市場規模の拡
大が見込める

● 技術的ハードルが高く、Alchemy社など、web 3ネイ
ティブ企業のプレゼンスが高い

プロトコル

コンテンツ
音楽、映像、キャラクターなど

サービス
各種DApps、

web 3ウォレットなど

インフラ
ノード、インデクサー、

開発環境など

基盤
ブロックチェーン、

トークン、仮想マシン、
スマートコントラクトなど

4

3

2

1
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さな経済圏でしかない。グローバル規模でプ
レゼンスのあるブロックチェーンを利用し、
④コンテンツレイヤーや③サービスレイヤ
ー、またはそれらを活用したより便利な開発
環境を整える②インフラレイヤーに参入する
オプションとよく比較検討したうえで、①基
盤レイヤーへの参入を決めることが望ましい。

2	 日本政府が取り組むべき方向性
web 3 の普及に伴ってデジタル経済圏が拡

大したとき、その中で日本企業がプレゼンス
を獲得し、世界をリードしている状態をつく
り出す、つまり日本から一つでも多く「web 3
業界の標準」をつくり出していくことが重要
である。日本国内市場からweb 3 の普及を推
進していく必要があり、そのために取り組む
べき方向性として以下の 3 つがある。すなわ
ち、①規制の方向性（スタンス）を明確にす
ること、②技術発展に伴った規制の見直しを
すること、③ユースケースの開拓を行うこ
と、である（図 3 ）。

①規制の方向性に関して、日本の暗号資産
顧客の消費者保護方針は明確で一貫している
として世界的にも評価されている。ほかの
国・地域の場合、比較的緩い規制の下、問題
が起こってから規制を強化するような施策が
繰り返されてきた。しかし、それでは規制の
変更次第で事業撤退を余儀なくされるよう
な、不確実なリスクが高くなる。したがっ
て、これまで行ってきた明確なスタンス（規
制）の提示は今後も継続して行うべきであ
る。

加えて、②技術発展に伴った規制の見直し
も重要である。web 3 を取り巻くビジネスは
日々進化しており、技術革新に合わせて一度

用方針を検討することが有効である。新しく
web 3 サービスをつくることまでしなくと
も、既存の自社サービスにブロックチェーン
から得られる情報を連携した取り組みを行う
だけでも十分である。デジタル経済圏が拡大
するにつれて、ブロックチェーンから得られ
る情報は増えていくため、まずは接続してい
る状態をつくり出すことが重要である。その
うえで、その情報をどのようにマーケティン
グやCRMに活用するかを検討していくとよ
い。

②インフラレイヤーについては、GAFAM
などの世界的ビッグネームでもいまだに覇権
を握れていないような状態であり、将来有望
なレイヤーでありながらも未成熟な市場であ
る。web 3 技術はもちろん、web 2 の技術に
関しても高い技術力が求められるため、③サ
ービスレイヤーや④コンテンツレイヤーに比
べて参入のハードルは高いと考えられる。た
だし、web 3 経済圏の拡大に伴ってインフラ
の需要も高まるため、ある程度の収益規模の
拡大は見込めるだろう。また、web 3 技術の
先端は海外であることから、日本においては
ローカライズの需要も高いと想定される。

web 3 において価値が拡大していくプロト
コルレイヤー、すなわち①基盤レイヤーの構
築への参入は容易なことではない。ブロック
チェーンや独自のスマートコントラクト言語
をつくること自体は可能であっても、進化す
る競合ブロックチェーンの状況を考慮する
と、その機能改善・開発を継続的に行い、さ
らに、ビジネス開発にも相当なリソースを割
く必要があるからである。ブロックチェーン
を開発したとしても、それを活用してくれる
企業が広がらなければ、それは結局自社の小
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定めた規制の見直しをスピーディに行ってい
くことが求められる。そのため、規制をアッ
プデートするための柔軟な仕組みの構築は必
須である。現状では、特に税制の整備につい
ては海外に後れを取っている。Coincub社の

「Crypto Tax Report 2023」によると、日本
は暗号資産の税率が世界で最も高い国の一つ
であることが示されており、この税率の高さ
から暗号資産の税制においては世界でも

「Worst」と評価されることもある（図 4 ）。
また、実際に税制を理由に海外に流出する
web 3 人材の多いことも知られている注8。

2023年度の税制改正のように、業界団体か

らの要望書の内容を一部反映する形でweb 3
に関する税制の見直しが実施されていること

図3　政府の取り組むべき方向性

✓健全な市場形成
✓市場の不確実性低下
✓参入企業の拡大
✓業界標準を創出

1

2

3

規制の方向性の明確化
（スタンスの明確化）

技術発展に伴った
規制の見直し

ユースケースの開拓

図4　世界の暗号資産税率（ 1年以上保有の場合）
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自体はポジティブに捉えられるべきであろ
う。それでも、それが世界と比較した際に競
争力を持てる内容か、つまり、他国ではなく
日本を拠点にweb 3 事業を行う選択ができる
かどうかについては、継続的に評価する必要
がある。実際に事業を行う事業者が参画する
業界団体や専門家からの意見を取り入れなが
ら、日本がweb 3 事業を行う拠点としての選
択肢になり得るためにも、継続して規制を見
直し、評価することが重要である。

③ユースケースの開拓を行うことは、
web 3 を活用する人を増やすとともに、さま
ざまな事業者がweb 3 の活用方針を見いだす
ことの助けになる。ユースケースの開拓方針
としては、たとえば、政府サービスのデジタ
ル化、有用なユースケースの調査、自治体や
民間企業を巻き込んだ実証実験や事業化支援
などが挙げられる。web 3 の普及が最も進ん
でいるUAEでも普及率は30％程度と、世界
的に見ても普及・ユースケースの拡大が進ん
でいるとは言い難い状況である。換言すれ
ば、日本国内からユースケースを確立・拡大
していくことは業界標準を生み出していくこ
とでもあり、世界をリードすることに直結す
る。未発展な業界だからこそ、地に足の着い
た実用的なユースケースの開拓が重要であ
り、それは消費者保護を第一としてきた日本
にアドバンテージがあるのではないか。官民
が連携し、世界に先駆けてweb 3 を活用した
さまざまなユースケースを開拓していくこと
が肝要である。

Ⅴ	おわりに

本稿で論じてきたように、今後はweb 3 の

普及によってデジタル空間における「保有」
の概念が定着し、より柔軟で安全なデジタル
経済圏が拡大していく。企業においては、
web 3 をDXの延長として捉え、拡大するデ
ジタル経済圏とどのようにかかわり、取り入
れていくのかを整理することが望まれる。こ
のとき、「基盤レイヤーに価値が蓄積され
る」というweb 3 の構造的特徴を考慮し、
web 3 の共通基盤の成長を自社の成長に結び
つけるように、ビジネスモデルを設計してい
くことが重要となる。

現状ではweb 3 の普及が遅れている日本で
はあるが、大企業の参入や規制改革により、
ビジネス環境は少しずつ整いつつある。
web 3 によるデジタル経済圏の拡大を日本政
府や日本企業がリードすることを期待した
い。
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